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本稿の課題は「日蘭会商J (1 934年 6 月 - 38年初頭) に事例を求め ， 1930年代の綿布輸出問
題を通した日本とオランダ領東インド(以下，蘭印と略す)との経済的相互依存関係の特徴に
検討を加えることにある。




印を舞台にした摩擦解消を目的に，政府間交渉の「日印会商J (33年9 月'""34年1 月 ) が英印
でもたれ，つづけてロンドンにおいても日英両国綿業の代表者によって「日英民間会商J (34
年 2 '"" 5月)がもたれた。そして「日蘭会商」はそれらに続く 34年 6月からの政府間交渉であっ
たために，一連の綿業通商摩擦問題交渉のひとコマとして位置づけられた。蘭印の総輸入のう




述して来た ( 2 )O
既存の研究は，日印会商からはじまる一連の綿業通商摩擦問題の中に日蘭会商を位置づけな




















蘭印との 1930年代の経済的相互依存関係の維持を企図していたことに注目したし ' 0 34年末の会
商の「休止」以後にも， r本邦蘭印聞の通商関係が現存条約の規定お よ び， 精神の範囲を逸脱
した措置によってますます悪化せられるやうなことはないJ (8) と 評 さ れた点に注目 し た い。
I オ ラ ン ダ本国 と 蘭印 と の利害の差
日蘭会商の開催の要請は，まずオランダ政府から出された。 1933年 8月に在オランダ与謝野















































E オ ラ ン ダ政府 と綿業 と の距離




①オランダ本国の綿業のために， 1932 年の 日本の対蘭印キ ャ ン ブ リ ッ ク 輸出数量実績(6950 万ヤ
ル蘭印のキャンブリック総輸入量の 49%)を確保し，その他の綿布については何ら規制を加えな
し、。
②会商期間中の競争を制限する為に， 32 年の実績を基準に し た キ ャ ン ブ リ ッ ク の輸入規制を暫定的
(1 0 カ 月 間) に実施す る 。
<以下，断らない限り，オランダ本国・蘭印からの提案は 0'こて示す>
しかし交渉の直接の相手であるオランダ綿業側はゲル夕、、マン CH . P . Ge l derman )を代表に
して，民間「会商ハ和蘭政府ノ斡旋ニ依ルモノナノレモ自分等ハ全然関知セス，突然ナノレ」民間
会商であると指摘した。そしてありうべき民間協定の基礎は日本が通貨を切下げて対蘭印輸出



















解決する事は極めて困難Jであるとして， I両国政府間の問題 と し て政治的に処理」す る こ と が
望ましいと，政府間交渉による会商の継続を求めた (22)。そしてここで注意したいのは，紡連が
「コライン首相言明の如くキャンブリックのみに付き協定成立すれば他の品種に就きしは日本に








1933 年12 月 の民間会商の あ と ， 蘭印は ， 33 年に公布 し た セ メ ン 卜(6 月27 日 は輸入条例， そ
の次は同年 9月 26日)・ビールに対する「非常時輸入制限令 J (1 2月 12日)に加えて， 34 年2
月に「サロン輸入制限令 J <一正確には「非常時織物輸入制限令 J >(13日)と「晒輸入制限
令J <一正確には「非常時晒織物輸入政府令J >(28 日 ) の公布 と発令に踏み切 り (24) ， 具体的
な綿布輸入規制に乗り出し，日本に対して政府閉会商の必要を促した。
サロン輸入制限令は1934年 2月 14日から 3カ月間を対象に，数種のサロン類の総輸入量を
1930年の輸入量実績の3 カ 月 平均の80% に相当す る7 万7800 コ ー ジ ( こ の内， 綿サ ロ ン は7 万
2600万 コ ジ ) に制限 し た。 そ し て オ ラ ン ダ品に は2 万1495 コ ー ジ ( こ の内 ， 綿サ ロ ン は1 万
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全体の 1 . 3%に過ぎないところから，同令は「一般商人ヲ無視、ン，一九三0年度輸入商タルイ
ンターナショナル其他五六ノ政商ヲ保護スノレJ (25) も の と評 さ れた。 同令は蘭印 rTパ ダ ン 」 及





オランダ人貿易商社の取引機会を保証する点は， I晒輸入制限令」 で も 同様で あ っ た 。 晒綿
布の輸入規制は本来蘭印が望まないものであったことは先述したが，晒綿布の輸入規制は「和
蘭本国ヨリ命令アラバ直ニ実施スJ (お)ることが蘭印から明示され， 1934年2 月28 日 に公布さ れ
たのであった。この蘭印の態度変化の要因を当令の内容から考えたい。
「晒輸入制限令」の輸入規制内容は次のようであった。
① 34年 3 月 '""-' 12月 ま での10カ 月 間を 「仮措置期間」 と し て， 晒綿布の蘭印総輸入量を1 億1971万ヤ
ル(キャンブリックは7500万ヤール)と限定し，オランダ品の輸入量には5992万8000ヤール (50%J




a:10所以上に加入 してい る商社に は， 蘭印総輸入量の60%。
b:9 所以下の組合に加入 してい る商社に は， 30%。









































































































































































































































































































































































































































































































(資料)日蘭会商委員会『日蘭貿易参考資料』日本綿糸布南洋輸出組合、 1 937年 5月、 18 - 1 9頁。
対蘭印日本綿織物輸出組合『第二年度(1 935年 4月 1日 ~36年 3月 31日)事業報告書、決算報告書、第三年度




引におけるオランダ品のシェアは 31年の 71 %から 32年には 49 %， 33年に は14% ， 34年に は29%
へと大きく落ち込んだ。他方，晒取引におけるは日本の輸出依存度は一貫して 30%を越えるこ
とはなかったが，蘭印での同取引における日本品のシェアは上記の各年には 16%， 38% , 77%,




するならば次の様になった。つまり 1933年の日本の対蘭印晒綿布輸出量の実績は l 億2471万ヤー
ルであり，そのうち日本人貿易商社の取ヲ|は5960万ヤル (48%一つまり蘭商52%，後掲表











































日本商 38.3 32.1 7.0 78.3
欧 商 6.5 6.5
中国商 0.1 1.8 1.9
員十 38.3 38.7 8.8 86.7
在日本 在蘭印引取商
輸出商 日本商 欧商 中国商 計
日本商 1931 年 24.3 12.7 7.9 44.01933 年 62.6 44.8 14.9 122.3
欧商 1931 年 3.5 3.51933 年 10.0 10.0
中国商 1931 年 9.8 9.81933 年 0.1 11.6 11.7






底ナルタメマダ商談中止ハ実行シ居ラヌ J (42) と 評 し た様に， 対蘭印綿布不完と い っ た対外強硬
姿勢を採ることには慎重であった。ここでの外務省の「交換貿易」の合意については後述したし」
在蘭印日本人貿易商社をして対蘭印綿布不売が
表 2 日本の対蘭印輸出の商社別変化 政府間交渉での 日本側の交渉力を高め る条件であ


























なJ <崎)いような，蘭印の通貨の割高な設定が求められたのであるO実際に 19 13年を 100とした
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年次 総計 輸入a 手l斤b 海外繍 配当 年金 使E脈遣 生間目送 対在外 蘭での 短期調 公債髄 公社債個人手l酪 c 傾支払 政府流動公債 買入d
1925 1,915 841 92 43 279 23 15 24 43 447 42 34
1926 1,669 895 90 48 329 24 15 23 60 55 40 41
1927 1,714 904 83 109 302 25 15 26 54 75 40 36
1928 1,730 1,011 30 103 287 25 15 39 47 51 36
1929 1,797 1,152 79 86 250 26 15 33 36 55 33
1930 1,469 920 81 83 189 28 12 33 24 43 25
1931 945 593 89 59 64 31 10 21 20 33 15
1932 783 385 85 33 35 34 8 19 16 65 47 10
1933 658 330 89 26 21 36 7 17 14 25 58 6
1934 715 291 90 26 20 34 6 13 14 115 50 45 4
1935 563 277 80 28 28 27 6 8 14 53 33 4
1936 651 287 76 26 49 28 16 8 16 52 38 34 6
1937 1,043 499 68 26 89 32 19 8 20 40 131 26 13
1938 890 486 53 27 167 32 21 8 27 40 13
1939 925 476 54 24 125 40 20 8 22 23 41 12
王玉立ζ 取 出超 資本勘定 利子勘定
年次 輸出 e 金輸出 輸出税 新規投資 f 短期調 蘭での政府 g= h=f-d j=b+c g+h-j流動公債増 e-a
1925 1,805 8 13 82 964 48 371 641
1926 1,590 8 15 48 695 7 419 283
1927 1,649 7 15 35 745 企1 385 359
1928 1,585 5 14 103 12 574 67 317 324
1929 1,483 5 13 59 227 331 26 329 28
1930 1,186 5 9 180 71 266 155 270 151
1931 750 44 4 103 27 157 88 153 92
1932 545 46 2 93 87 160 83 120 123
1933 471 36 2 117 12 141 111 110 142
1934 490 26 15 151 199 147 110 236
1935 449 58 26 8 8 172 4 108 68
1936 540 21 57 12 253 6 125 134
1937 953 21 38 25 454 12 157 309
1938 660 21 29 12 138 17 174 企1 220 .647
1939 748 53 27 18 42 272 6 179 99
(資料 ) ChangingEconomyinlndonesi α， vol. 5, 1979, p.99. 蘭印経済部中央統計局編 『蘭印統計書』



















企図した輸入規制に乗り出したのであるOそうであるとすれば， I晒輸入制限令」 ま での一連
の輸入規制は，日本品の直接的な輸入制限ではなく，むしろオランダ人貿易商社の日本品取引
機会の増加による利益と配当の回復を合意するものに他ならなかったのである (52)O
1930年代前半の 日本綿布の対蘭印輸出拡大は， 日 本の輸出努力 と と も に， 毎年の本国への支
払いの円滑化を企図した割高な通貨設定にみられる本国と蘭印との帝国経済秩序によって促さ





























商に臨む「長岡大使への意見書J (57) を作成 し た。 それは 3 月 か ら実施さ れた晒綿布の輸入制限
の緩和を求めるもので，
国晒以外の綿布には一切制限対象としないこと。















































































1929年にお け る オ ラ ン ダ本国の投資額の う ち ， 砂糖生産への それは ゴ ム ・ 石油 と異な り ， ま た
14-
日蘭会商(1934年6月 一 38年初頭)の歴史的意義(龍谷)
表 4 オラ ンダの蘭印からの収益の概算 ( 1 939年)
(単位: 100万ギ ル ダー)

































表 5 オ ラ ンダ領東イ ン ド における各国の投資状況 ( 1 929年末現在)
(単位: 100 万ギ ル ダー)
部門 オランダ a 蘭印政府 イギリス フランス・ アメリカ 日本 その他 計 b b/a(%)ベルギー
砂 糖 779 10 4 。 793 98.2
農 コ ム 292 192 66 53 12 45 660 44.2茶 140 45 6 9 200 70.0
コーヒー 89 21 8 12 130 68.5
業
タノ〈コ 116 3 1 120 96.7
油榔子 53 3 27 2 3 88 60.2
規 寿日 20 2 3 25 80.0
石 油 248 5 123 110 487 50.9
鉱 石 炭 11 31 。 42 26.2
錫 17 16 34 50.0
業 金 銀 14 5 1 20 70.0
その他鉱物 17 18 94.4
計 1,844 58 402 111 163 19 70 2,667 69.1


















め，あわせて論点@においても， I蘭印輸入業者 ノ 利益保持 ヲ 目 的 ト 、ン居ルハ察知 ス ル ニ難 カ
ラズ，殊ニ(中略)事実上「リンデj， Iイ ンタ ナ シオj ， I シ ュ リ ーパ - j， I ウ エ リ ー j ， Iポ
ルスミ」等ノ輸入業者ノ邦品取扱権ヲ確保セントスル底意」に対応して「彼等ニモ相当ナル利











「補償」を必要としながらも， I応ズノレ」 意向を示 し て い た (74) 。 ま た大阪商工会議所が組織 し










図 1932 - 3 年の実績平均に も とず き ， 日本人商社には 日本製晒綿布取引量の53%を割当て る (蘭印
の晒綿布総輸入量の32%)。




したいのは，この割当が「晒輸入制限令J (2 月28 日公布) での オ ラ ン ダ人貿易商社の割当要






O万噸」 であ り ， 日本は 「二五万噸 ヲ 買 ッ タ ラ宜カ ラ ウ J (刀)との姿勢を用意していた。蘭印糖
業は，英印の砂糖増産を背景にした輸出市場の縮小に対応して新しい販路を求めていた。山中
の構想に見られる日本の対蘭印経済外交は， I砂糖 ヲ 買 ッ テ ヤ ル」 こ と と ， I蘭商 ヲ利スル方法」
を優先することからなる対外協調であった冊。
VI 会 商 の 経 過
a 6 月 か ら9 月 ま での諸問題
日蘭会商の本格的な交渉は 1934 年 9月下旬からであった。 6月初めの開会から 9月下旬の
実質的な交渉までに約 4カ月のの時間が経過したことになるOこれは
「海運」問題( 7 月17 日 )
「陶磁器輸入制限令」問題( 7 月 25 日 )
• r未晒輸入制限」 問題 ( 7 月 25 日 )
ｷrサ ロ ン不売」 問題 ( 8 月 8 日 )
ｷr営業制限令J 問題 ( 9 月 24 日 )






ていた (34年 9月 18日)が，交渉が長引くにつれ，日本「政府の主導により，オランダ側の主









陶磁器輸入制限令問題。陶磁器輸入制限令の発布( 7 月 25 日 ) は オ ラ ン ダ人貿易商社の 日本
品取引機会の拡大を企図したものと考えられるO日本からの陶磁器の輸入についてはすでに日
本人とオランダ人輸入商社との間で輸入統制を目的にした「輸入組合」構想が具体的に議論さ
れていた。 1934年の輸入量を33年実績の約 7割である 3 万5000トンとし，各輸入商社への割当
は過去 3カ年の実績平均とすることが話し合われた。そしてオランダ人輸入商社への割当につ
いては，実績平均からすれば日本製陶磁器輸入量の20%に相当するが， 35%を割当 る こ と が既
に協議されていた。そうした中での同令発布はこうしたオランダ人輸入商社への割当をめぐっ
て「一層有利な条件を獲得J (8り す る こ と を企図 し た も の と評 さ れた。 そ し て こ の問題は 日本陶






「未晒輸入制限令」の発布を灰めかし( 7 月 25 日 ) ， 日 本に輸出量の調整を求めた。8 月4 日 に
日本綿業は，紡連・輸出綿糸布同業会・日本綿織物工業組合連合会の 3団体によって「調整の
具体化」を申し合わせた。さらに外務省は日本綿業に「未晒綿布輸出調整は必要且つ止むを得
ざる J [8 月11 日 ] (位)ものであると，対応を迫った。そして， 8 月15 日 に は紡連内の 日 蘭会商
特別委員 5社(東洋紡績，大日本紡績，鐘淵紡績，富士瓦斯紡績，豊田紡織)が三巾生金巾の
売約停止を申合せ， 17 日 に は こ の申合せに輸出綿糸布同業会特別委員5 社 (東洋棉花， 日本綿











輸出商社との間に不協和音が存在した点であるO問題の緊急性にも係わらず， 8 月4 日 の不売
の申合せから実施までに 2週間以上を費やしたり， I対蘭印綿織物輸出組合」 の結成が 9 月 18
日にずれ込んだこともこうした事情を背景にしていた。輸出商社は「至急輸出組合ヲ結成スル
コト J [8 月10 日 ] を求め たが， 組織編成に あ た っ て 「紡績側 ヨ リ モ之ニ加入 シ (て も ) ，発
言ノ権利ヲ留保スルJ [8 月 13 日 ] こ と ， I理事会ニ生産者側 ヨ リ モ入 レ ル事ニハ賛成ナ ル事
(なれど)，人数ハ輸出ト生産トヲ半々ニスル事ハ不可能ナランJ [8 月 14 日 ] と い っ た ， 紡連
(生産者)を牽制する姿勢を有していた。そのため 2週間の会議における雰囲気は「民間ニテ
自由意思ニヨリ道徳的ニ抑整スル事ハ不可能ナルJ [8 月 1 2 日 ] も のであ っ た 。 未晒綿布不売





輸入規制(第 l次は 5月 13日までの 3カ月間，第 2次は 5月 14日 '""-' 11月 13日までの 6カ月間)
に乗り出してから， I 日本糸染サ ロ ン輸出組合」 は 8 月 8 日 に対蘭印サ ロ ン 不売を決議 し た 。
そして 8月 20日には蘭印よりこの不完解除を求めることになった。 9月 3日には山中顧問とハ
ルト委員との会談がもたれた。山中は33年実績 (71万2954コージ)を輸入規制基準に求めたが，
蘭印はこれに反対し，輸入制限令の若干の修正と引換えに日本側に不売解除を求めた。続けて
11月 初旬に，11月 14 日 か ら の第 3 次規制 (1 2月 13 日 ま での 1 カ 月 間) を念頭に置いて， 蘭印か
ら「輸入数量の増加」と 33年実績による輸入商社別割当を提示した。さらに日本人貿易商社に
は「或る方法により事実上特に利便を与ふる J (邸)ことを提案した。さらに 12月 14日からの第 4
次規制 (35年 6月 13日までの 6カ月間)では「本品の輸入業者と認むる者に対し， (中略)妥
当なる割合と判断する数量を許可する J (邸)ことを提示し，日本糸染サロン輸出組合は35年 2月






本の「未晒積止は，蘭印内地の未晒需給の関係上苦痛J (87) で あ り ， 不売に よ る供給制約は蘭印
の求めるものではなかったことが理解できょう。それゆえ未晒綿布の不売は日本綿業関係者の
結束が続く限り，蘭印への日本品の供給制約を通して日本側の交渉力を高める条件でもあった。
b 蘭印の総輸入にお け る 日本人貿易商社の取引比率につ いての交渉
9 月21 日 か ら始ま っ た具体的な政府間交渉は， 10月 末に は含み を も た せて 「休会J C邸) す る 。





























表 6 日蘭会商の経過 ( 1 934年)
:10. 11 1934 年20 万 ト ンo 年15 万 ト ン 以上の
J オ ラ ンデ 1 935 ~ 37 年150: 輸出 は不可。
:提案!万トン(年 50万;日本、およびその
i ト ン ) 0 委任統治国 に お け
:る砂糖生産制限。
i 年18万 ト ン の在庫
i維持。
11.23 1934 年15 万 ト ン。 ( 年10 万 ト ン 以上の








対日本輸入 I III 提案月 日 i 日本の砂糖購入量 i そ の 他量基準 I I
輸入額100万盾以:各制限品目ごとに、 1 1 933年
!上の商品で、オラ:日本商の輸入量/日本品総輸入9. 21~281 j ン ダ、 蘭印の工業 i 量は、日本提案 i|の保護の必要が認: =42.5%
!められるもの。
I 日本商の輸入額/総輸入額は、 1 1 933年
56 品種 : 日本品の輸入比率が、 -
1 1-"- JI/ 寸ヲ メ (1) 1 5%以下の商品は、 33年の実績、9. 24 ヒ ノレ 、 ゼ メオランダ提案|ント、晒綿布 : ( 2 ) 1 5~ 20%の商品は、総輸入額の問、
i は除外。 10 . 30~(3)20% 以上の商品は、 総輸入額の20% 。
案も同じ。 (4)捺染綿布、人絹織物は 1 5%。
:_I~) 妻 払 綿サ 守 ど は検討中旦 一 一 一 一 ー ト
日本商輸入量/総輸入量は、 1 1 933年
(A)6 種は50% 、 (E) l 種は20%
~(B)1 種は45% 、 (F ) 1 種は15%
(C)2 種 (;1:30% 、 (G) l 種は10%
:(D)l 種は25% 、(H)1 蚕は4%
65 種 u u : 9.24 柔 と同 じJ 記 ど l己最大阪[193 ギ
ザ定歩合を蘭品に:の割当は 20%
|保留し、他につい(1 2. 17' こ は25% )
10.30 Il て各国商品の輸入 :オランタ提案|l の 自 由競争に任せ
る。(自由比率・
相対的数量) I
65 品種 : 日 本商輸入量/総輸入量は、193193 年実112. 11 1935~37 年の各年 ! 同 上 は認め ら れ な
(11. 25) 11932~33 年の実績 l 年の実績 ! 績の20%11 日 本提案 : 50 万 ト ン の買い付 i い。
12. 11 I を も っ て 、 各 日 I 減II けを日本人当業者 I
日本提案|品の輸入量を提案 I に勧説する。
(絶対数量)
資料:外務省記録『日蘭通商傑約関係 A件昭和九年日蘭会商関係経過報告 J (外交史料館 B2 - 0 - 0 - J/N 2-1-9)
田和安夫編「日蘭会商の経過 J 1935 年5 月 。 外務省編纂 『 日本外交文書J (日本外交追懐録 1900 ~ 1935 年 ) 、1983
年 3月、 1069~ 1 234頁。南洋協会調査係『日蘭会商日誌 J 1935 年9 月 。
注 10月 9 日 の 日本案の う ち 、 仇) は未晒、 晒、 無地染、 捺染、 糸染、 雑類の綿布 6 種。 (B) は陶磁器。 (C)縞サ ロ ン類、 メ















表 7 日蘭会商にお ける商品別対日本輸入規制交渉
(単位: 1000ギ ル ダー )
番号 輸入品目 総輸入額 a 日本品の輸 日本商によ b/a c/a 蘭印案 ( 9 /24 ) 試算 日本案(10/ 9 ) 試算入額 b る輸入額 c (%) (%)の日本商取引額 の日本商取引額
① 晒 綿 布 20,924 15,471 7,380 73.9 35.3 4,185 (50) 10,462
② 人絹織物 7,650 6,792 1,295 88.8 16.9 1,148 (25) 1,913
⑧ 反染綿布 6,980 6,128 4 ,321 87.8 61.9 1,396 (50) 3,490
④ 未晒綿布 5,932 5,392 2,867 90.9 48.3 1,186 (50) 2,966
⑤ 雑類綿布 7,291 4,815 615 66.0 8.4 1,458 (50) 3,646
⑥ 縞サロン 6,964 4 ,695 1,652 67.4 23.7 1,393 (30) 2,089
⑦ 糸染綿布 4,932 4,047 2,124 82.1 43.1 986 (50) 2,466
⑧ 捺染綿布 4 ,023 3,798 1,741 94.4 43.3 603 (50) 2,012
9 金 物 9 ,834 3,387 394 34.4 4.0 1,967
⑩ ビ ノレ 4,374 2,670 568 61.0 13.0 875 (15) 656
⑪ メリヤス製品 2,990 2,258 715 75.5 23.9 598 (30) 897
⑫ セメ ント 1,812 1,751 64 96.6 3.5 362 (4) 72
⑬ 織 糸 3,786 1,608 347 42.5 9.2 757 (〆、、 唱1 ハU、ノ) 379
⑭ 陶 磁 器 1,640 1,401 745 85.4 45.4 328 (45) 738
⑮ 自転車，同部品 1,954 1,386 296 70.9 15.1 391 (20) 391
16 T法 瑚 鉄 器 1,493 1,174 525 78.6 35.2 299
17 目白 子 器 905 796 391 88.0 43.2 181
18 ゴム靴類 966 754 264 78.1 27.3 193
19 ベニヤ函 1,704 660 77 38.7 4.5 341
20 京氏 類 7,410 589 150 7.9 2.0 150
21 自動車タイヤ 3,363 530 292 15.8 8.7 504
22 石油ランプ 489 424 169 86.7 34.6 98
23 毛 織 物 1,372 312 37 22.7 2.7 274
24 nE 料 6,282 272 151 4.3 2.4 151
25 電 球 987 250 92 25.3 9.3 197
26 石 鹸 2,017 247 106 12.2 5.3 106
27 ペイ ン ト 1,046 223 109 21.3 10.4 209
28 苛性曹達 931 211 53 22.7 5.7 186
29 鉄 鍋 212 136 41 64.2 19.3 42
日十 120,263 72,177 27,581 60.0 22.9 (17) 20,566 (27) 32 ,176
その{也とも計 329 ,378 98,715 44 ,422 30.0 13.5
綿布 6種小計 50 ,082 39 ,651 19,048 79.2 38.0(20) 9,815 (50) 25,041
(資料)外務省録「蘭印総輸入価額二対スル日本商輸入価額比率J (B.2.0.0J/N2-1-2) 。 同 「山中清太郎報告J (仮)
1934年11月21 日付 (B.2.0.0 J/N2- 1) 。
(註) a-c は、 1 933年之実績。 ( )内は対総輸入額における日本人貿易商社の取引割合、単位は%。
番号のOは日本案(10/ 9 )で提案された規制対象案の14種類。蘭印案 ( 9 /24)の試算には、表 6を参照。番















そしてつづく 12月 11日の日本案も再び民間には「何等諮問なくして決定J (97) さ れた 。 そ し て
綿布取引をめぐる日本人貿易商社への取引比率は33年の実績(蘭印総輸入量の38%表7参照)




















交渉の主導権を握ることのなかった綿業関係者も， I商社割当比率ハ 日 蘭通商補則協定成立
スルコトノ期待ノ下ニ差当リ二五%卜 J [12 月14 日 ] す る こ と を追認 し た。 そ し て紡連 と 輸出
綿糸布同業会は， I対蘭印輸出組合」 の結成を通 し た 日本の輸出統制の実施を蘭印側が承認す






































日蘭会商0934年6月 - 38年初頭) の歴史的意義 (龍谷)
題J (1筋) と さ れた のであ っ た。 10月 10 日 の関係各省会議にお いて両省は， 蘭印側10/ 11案が 日本
の購入した蘭印砂糖の海外への再輸出に大きな制約を加えている点(表 6参照)から，日本市
場内での砂糖の供給過剰を懸念して，蘭印案を拒否した。そして各年「五十万トンノ蘭印砂糖

















側もこの負担要請には反対であった。 11月 27日に両者は協議し， r綿業者自身 ノ Risk ニ テ 砂糖





明文化せずに「紳士協約」にとどめ， r休止」 と い う 形を採 ら ざ る を得なか っ たのであ る O
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35年1 月 に未晒綿布の積み止めを解除 し た こ と は， 不売を継続さ せ る業界内の結束力に限界が
あったとしても，通商関係を維持させる方向を示していた。また会商の論点③についてもみて
も， 34年後の 日本の蘭印砂糖の輸入は 日本の国内の景気回復を背景に ， 35年 の152百万キ ロ か
ら 37年の247百万キロへと増加した。表 8に示した様に，蘭印砂糖の対日本輸出依存度は30年
の 10%から36年には22%へと高まっていた。あわせて第一次産品から構成される対日本輸出額
表 8 蘭印の輸出先構成と主要輸出品構成 (単位: %)
年次 輸出(l00万ギル ダー )アメリカオランダイギリスシンガポール英印日本ゴム石油砂糖
1929 1,443 12 16 9 21 10 3 16 12 21
1930 157 12 15 8 21 12 4 15 16 21
1931 747 12 18 9 19 8 4 11 19 17
1932 541 12 19 9 17 7 4 6 18 18
1933 467 12 19 6 17 5 5 8 22 13
1934 487 11 21 8 18 3 4 18 20 9
1935 445 14 23 7 15 3 5 16 19 8
1936 537 18 24 5 12 6 16 18 6
1937 951 19 20 5 19 5 31 17 5
1938 657 14 20 5 17 3 21 25 7
1939 745 20 15 5 17 3 3 26 21 10
(地域別輸出依存度)
年次 ゴム 石 油 砂 香港糖 日本アメリカシンガポールイギリス ビンタン島シンガポール オフンダ 英印
1929 37 3 14 11 42 。 43 11 9
1930 41 24 16 13 50 。 50 16 10
1931 46 19 11 。 37 。 40 22 10
1932 47 15 9 20 32 35 17 3
1933 32 30 8 22 27 2 33 16 13
1934 26 33 15 18 27 2 28 19 11
1935 36 19 16 23 27 。 31 14 14
1936 48 14 9 35 18 5 21 22
1937 37 32 7 26 23 9 3 12 16
1938 34 25 10 29 24 15 4 9 2
1939 45 24 6 29 25 8 26 8 。
(資料)南洋協会編『南方圏貿易統計表』日本評論社、 1943年 2月、 180- 5 頁。
も 34年の 18百万ギルダーから36年の30百万ギルダーへと増加し，蘭印の対日本貿易は入超幅を




表 9主要輸出商社別の対蘭印日本綿布輸出の変化 ( 1 932 "" 35年) (単位: %)
国籍 商社 会員番号 32年取扱品構成 35年取扱品構成 1932年各社 シ ェ ア 1935年各社シ ェ ア生地晒色物 生地晒色物 生地晒色物計 生地晒色物計
1N,V,BomeoSumatraHandelMiji, ab-5 6.21 12.6 81.3 16.1 10.2 73,7 5,29 A唱l 1. 0川Uハ叫U 16.10 13.62 11.70 10.61 13,83 13.04
21Intetrnationale * 32.2 17,7 50.1 6.2 4.8 2,50 3.47オ 3 田中助左衛門 dt-l 0,7 2.91 96,3 3.31 16,7 79,9 0,05 0.2 1.62 1.15 0.63 4.47 3.86 3.36
フ- I4和蘭貿易 * 2,8 5.61 91.5 7.21 16.1 76,7 0,50 1.02 3,73 2.80 1.33 4.25 3.67 3.32
Geo.Wehry * 41.7 0.0I 58,3 5,55 0,00 2.0 2.39ン 6 Dreher& Stibbe * 。。 6.71 93.3 0,00 0,93 2.35 1.75ダ 7 Deli-Atjeh * 2.9 3.81 93.3 0,20 0,39 1.72 1.28商 8 Netherlanda-AsiaticsTrading ∞ dn-6 9.31 48.0 42,7 ー nυ- 9.21 80.7 0.50 2.6 0.53 0,86 0,27 0,35 0,55 0.4891JacobsonVanDenBerg * 0.0I10.0 0,0 0,00 0.32 0,00 0,04
10IHagemyer * 39,9 34.1 26,0 0,09 0.1 oハ01 0.04l 東洋棉花 dt--24 34.8 31.1 34.1 38.0 11.9 50.1 2.16 20.30 5.0 10,08 15,31 6,86 5,23 7.24
2 日布洋行 dn-lO 2.5 6.0I91.5 1.8110.2 8.0 0,57 1.41 4.83 3,63 0,71 5,86 9.15 7.2
3 伊藤忠 di-1 34.9 15,7 49.4 41.1 12,3 46.6 21.62 9.98 7.07 9,82 15,84 6,75 4,64 6.91
日 4 江商 dg-l 8.21 36,2 55,6 15,2 34.1 50.7 4.7 21.7 7.50 9.27 4,52 14.47 3,90 5.35
又一 c:Jrn-6 26.1 31.9 42,0 23,9 32.9 43.2 8.68 10.92 3.23 5.28 6,87 13必 3.21 5.16
6 豊島商店 dt--25 23,7 7,0I 69,3 51.5 1.7146.8 5.18 1.57 3,50 3.47 13.17 0.62 3.09 4.59
本 7 大同貿易 dd-l 3,6 6,81 89,7 4.4 5.0I90.6 2.08 4,04 12,02 9,21 0.9 1.62 5.27 4.04
8 服部高店 dh--6 62,0 3.1 34,9 47.9 5.51 46.5 14,71 0,76 1.91 3,76 8.72 1.44 2.19 3.26
山本顧弥太商店 dY-4 32,5 4.0I 63,5 39.5 11.4 49.1 4,67 0.60 2.1 2.28 3,08 1.26 0.9 1.40商 10 伊藤万 di-5 0,2 0.0I 99,8 。。 0.0I100,0 0,01 0.0 1.7 1.22 0,00 0,00 1.73 1.20
11 日 本綿花 dn-9 38,0 51.1 11.0 31.0 25.3 43.7 4,94 6.83 0.3 2,06 2,01 2,34 0,73 1.16
12 田村駒商店 dt寸O 。。 1.81 98,2 。。 5.31 94,7 0,00 0.18 2.16 1.51 。。。 0.40 1.31 0.96
13 竹村商店 dt-5 。。 3.51 96,5 3.71 10.6 85,7 0,00 0.41 2.5 1.81 0.15 0.59 0.87 0.70
l 新瑞興 ds-8 4.6 0.61 94,8 0.18 0.03 0,97 0.71
中 2 得人和 dt-l 。。 2.31 97,7 24.7 27.5 47,9 0,00 0.16 1.52 1.07 0,73 1.16 0.37 0.53
3 建和隆 dk-9 14,2 11.9 73,9 5,5 12.6 81.9 0,31 0.27 0.37 0,35 nυ05戸 0.15 0.17 0.15
国 4 華東公司 dw-l 0.0 6.41 93,6 0.0 97.9 2.1 0.0 0.05 0.18 0.13 0,00 0,58 0,00 0.07
東南公司 dt--28 1.5 1.4197.1 0,0 80.4 19.6 0.13 0.13 2,03 1.43 0,00 0,39 0,02 0.06
6 有昌公司 dY--6 。 0,01 100,0 0.0 0.0 0,07 0.05
商 7 成興公司 ds-5 。。 23.8 76.2 0.0 0.10 0.06 0,05
8 福源公司 * 。。 25,0 75.0 0.0 0,01 0.01 0.01その他とも日本品輸出合計 15,9 15.4 68.7 18,0 12,6 69,5 10.0 10.0 100,00 100,00 100,00 10.0 100,00 10.0
中国商 a 2.4 3.1 94.5 ー nυ bρ 18.6 70,8 0.45 0,61 4.10 2.98 0,96 2.41 1.66 1.63
オランダ商 b 5.5 12.6 82.0 16.0 11.4 72.7 6.35 15.0 21.98 18.43 25.97 26.31 30,51 29.17
その他外商 c 4.0 5,71 90.3 1.5 9.81 8.7 3,82 5.63 19.95 15.18 1.70 15.59 25.53 20,00
日本商 d 2.3 19,2 58.5 26,0 14.2 59.7 89,39 78.76 53.97 63.41 71.37 5.69 42.30 49.20
中国商 a 10.6 18,6 70.8 0,96 2.41 1.66 1.63
オランダ商 b (修正) 15.0 16.8 68.2 37,07 59.14 43.4 44,28
その他外商 c 1.5 9.8 88,7 1.70 15.59 25.53 20.0
日本商 d (修正) 31.7 8.4 59.8 60.27 2.87 29.37 34.10
蘭印の綿布総輸入 e 11.7 25.4 62,9 14.5 24,0 61.5 lω0 I100,00I10.0I100,00 10.0 10.0 10.0 10.0
d/e 84,711 33紛41.3014.40 78.90 26.12 42.67 43,96
(資料) I昭和6 年7 月1 日 一 11年12月31 日 蘭領東印度向綿織物輸出実績届け出数量J 37年6 月29日 ( 日本綿糸布輸出組合 『 日 蘭会商委員
会』所収)。
(註)修正値は、蘭印の港での日本向からオランダ肉への綿布5 1渡し量を調整したもの。オランダ尚に引渡された綿布は、生地8，974碕，














表1 0 蘭印における 日本 ・ オ ラ ンダ綿布の単価 (単位・ギルダー/千蝿)
年次 日本品 a オランダ品 b b/a未晒 晒 反染捺染 糸染 未晒 晒 反染捺染 糸染 未晒 晒 反染捺染 糸染
1929 193.6 260.3 227.7 168.5 226.2 253.6 245.3 336.4 117 97 108 200
1930 186.0 227.6 176.5 152.6 203.4 229.2 241.6 305.6 109 101 137 200
1931 147.3 189.7 141.2 139.1 148.4 187.5 199.1 242.7 101 99 141 174
1932 113.9 139.4 80.1 98.6 118.4 153.3 156.8 341.6 104 110 196 347
1933 89.1 122.7 70.7 68.8 115.4 141.3 189.8 389.3 129 115 268 566
1934 94.8 113.0 68.0 73.1 117.3 127.7 240.0 306.2 124 113 353 419
1935 88.6 108.0 73.0 71.6 116.0 117.6 187.1 264.2 131 109 256 369
1936 88.1 103.8 59.2 69.8 160.7 11.5 107.5 145.1 182 107 182 208
1937 111.8 127.9 70.9 78.8 129.6 133.5 142.9 158.9 116 1 ハUせS 201 202
1938 100.0 131.1 69.6 78.9 103.1 142.7 154.8 196.2 103 109 223 249
1939 113.9 140.4 70.7 86.6 97.6 160.5 152.9 192.7 86 114 216 223
1940 108.2 169.4 75.9 86.8 125.6 178.1 167.0 268.1 116 105 220 309
年次 日本品輸入単価(円換算) c 日本品輸出単価(円) d C/d 対蘭印レート未晒 晒 反染捺染 糸染 未晒 晒 反染捺染 糸染 未晒 晒 反染捺染 糸染 (円)
1929 162 218 191 141 178 235 232 232 91 93 82 61 0.838574
1930 151 185 143 124 137 158 161 161 110 117 89 77 0.811359
1931 130 167 125 123 112 143 139 139 116 117 90 88 0.882029
1932 149 183 105 129 114 146 151 151 131 125 70 86 1.311475
1933 177 244 141 137 144 175 201 201 123 140 70 68 1.990050
1934 208 248 149 160 145 185 202 202 144 134 74 79 2.194787
1935 208 253 171 168 132 177 196 196 158 143 87 86 2.342606
1936 182 214 122 144 131 164 168 168 139 131 73 86 2.065405
1937 214 245 136 151 174 207 203 203 123 118 67 74 1.916168
1938 195 256 136 154 137 183 161 161 142 140 85 96 1.953602
1939 125 172 146 146
1940 156 219 177 177








他方，日本人貿易商社の日本品の取引比率は1932年から35年に， 63%か ら49%へと後退 した。






表1 1 蘭印政府によ る綿布輸入統制 と その実績推計 ( 1 935 - 40年) (単位・千碍)
35年 36年 37年 38年綿布 33年 市限年.期月間帯お割附よ当び献象a日左実b績 実績 制限期間 実績 実績 実績種類 実績 a b 制限期間 a b 制限期間 a b
C 年.月 C C C
却西 総輸入量 1 67,29535, 1-10 52,98058.498 71,63935,11-36,12 81,845170,436 89,8207.1-12 67.01972,68713.8368.1-12 57,39557.415 67.681
日本ラ品ンダ品 2 60.5011-2 次 -I56,770 69,9493次 -I69,419 88,1854 次 -I70,64410.8265 次 -I53,369 62,238580オ 3 230 n.a 149 n.a 34 n.a 12 n.a
晒 総輸入量 l 162.88935, 1-12 128,8521101,845 118,34436.1-12 110,802102.542123,11 7.1-12 155,350191,418226,2378.1-12 172.300157,616 182,823
日本ラ品ンダ品2126.0622次 -I48.06 58,1413 ←4次 50,841 60 ，869 次 95,00610080,4l36 次 5.3791605672134オ 3 22.003 63,7491 n.a 54,160 53,3731 n.a 55,856 78.306 n.a 100,176 89.602 n.a
反染野染 総輸入量 l 220.57835.4-36.2 165,00C13.862192,19E35.1-36.9 183,298139,489197.6256.9-37.9 207,959208,959317.7077.9-38.9 283.140134.94018.81
オ日本ラ品ンダ品 32186.209(J次) 129,590 181,62 l次 117,972 ー υ<;ハ吋υ 8ηt， uUqAU吐EA仇円弘I川府山 139,55520479407303 次 83.51911“2,“Aソ-anqu1.164 n.a 71 21,858 n.a 16 3ぺパ5 . 22ソ8 n.a 35,228 n.a 47,1
糸染 総輸入量 l 64.81535.4 指.2 52,0004.08 65,03135.1-36.9 48.20155,36 77,826~6.9-37.9 75.81579,129121,2547.9-38.9 87.78652,667 75,624
日本ラ品ンダ品2 5l8,O85001(J次) -I41.761 61,590l次 50,681 70，109~次 58,309 2837,2244C3 次 -I36,986 50.785オ 3 n.a 575 8141 n.a 91 3.756 n.a 3.75E n.a 18,077
総輸入量 l 515.577 398,83238.213447,212 424,165367,831488,384 506.143552,19379.034 60.621402,638 υ514.9υ14・ リ「ヘ
綿(千サコローンの 総輸入量 l 66634,12-35,12 435 口 a 30335.12-36.12 4101 n.a 279日7 . 6 -38 . 6 370 n.a 3798.6-39.6 1691 n.a 164
日本品ンダ品 2 6244-5 次 n.a 2796-7 次 n.a 204~ 次 口 a 21210 次 n.a 34オラ 3 1 14 n.a 25 1341 n.a 70 10 ハ同υ n.a 14 781 n.a 12
39 年 40 年綿布 総輸 L入における b/a ( %) 35 年 36 年 37 年 38 年 39 年 40 年
種類 制限期間 a b 実績 制限期間 a b 実績 未晒 110 861108100127 85
C C 晒 791 93123 911 77 86
対西 総輸入量 l 39.1-40.1 51 、23 65,051 86.87040.1-411 bρ 斗4 ，2υ~ハ.J 54.686 67 ，97~ 反染.捺染 811 76110 481 67 54
日本ラ品ンダ品 216 次 63.905 月I ハ同υ349内I以和 51,013 63,92£ 糸染 851115104 601 74 49オ 3 n.a 2,133 n.a 87 計 851 87109 671 76 64
晒 総輸入量 l 39.1-12 127,900 98,673118,39240.1-4L1 132.8013.60 131,471 総輸入におけるc/a (%) 35年 36年 37年 38年 39年 40年
日本ラ品ンダ品 217次 33,406 41 ，585\8次 81,427 93j96817 未晒 135110170118170106オ 3 63.56C n.a 69.43 65,89E n.a 30 晒 92111146106 93 99
反染捺染 総輸入量 l 38.9-39.9 283,340189,281264,31239.9-40.9 283,339152,009214,382 反染.捺染 116108153 671 93 76
日本ラ品ンダ品 214 次 134.8714843,8480665次 106,746148,797 糸染 125161160 86106 70オ 3 35,228 n.a υηぺυ<;μ ηJμ2E n.a “nソ 1.1 5υ1 5十 112115154 86102 84
糸染 総輸入量 I 38.9-39.9 87.78665,081 93,4539.9-40.9 87,785 42,889 61,849 オランダ品iこおけるc/a ( %) 35年 36年 37年 38年 39年 40年日本う品ンダ品 214次 56,745 パ8ハu “nソ OJ戸hυに Jυ"仇府 39.894 57l,471オ 3 3,756 n.a 8.561 3,756 n.a 10 晒 85105128119109 47
繍命入量 1 550,259418,086563,027 568,157363.187475,675 反染捺染 77140134127 60
綿(千サコローン 吟 総輸入量 l 39.6-40.6 n 且 7~40.6-4L6 16~ n.a 糸染 480619481228 38
日本う品ンダ品 211次 口 a 6~12次 n.aオ 3 n.a 10~ n.a
(資料)日本綿糸布南洋輸出組合「事業報告書、決算報告書、収支予算案 J各年度。前掲『日蘭貿易参考資料』。南洋協会『蘭領印度現行
輸入制限一覧表 J 1939 年6 月調査。 同 『蘭印経済概観J 1940 年1 月 、69-81 ペ ー ジ。
(註)ーは割当なし。 n . a.はデータなし。( )内は資料に記されているものを、そのま記した。太数字は各年のピーク。
本邦商品の価格も著しく昇騰しために邦商に在りても輸入量の減少に不拘却って営業利益を
増加せる J (1 1 1)るような合理的な結果をもたらしたからである。表 1 1の各年の輸入割当量 ( a )




























日本綿花などは蘭印の輸入規制によって「取扱高は頓に減少J (1 1 3)し，江商も「消極的トナリ，
漸次人モ減ラシ居ノレJ (1川 状態であ っ たが， 東洋棉花では 「イ ンタ 一社 と折衝を重ね， 日蘭両国
品の取扱いについて相互に便宜を供与することに成功J(1附し， I取扱高モ却 ツ テ輸入制限令実
施以前ヨリモ相当増加シ，且ツ輸入制限ニヨルマージンノ増加ニテ(中略)蘭商相手ノ方ガ仕
事ガヤリ良キJ (116) と の反応を示 し た。 そ し て新規参入社であ る三菱商事 も 「蘭商ヤ コ ブ ソ ン 社
を一手取扱者として選定し， (中略)始めて綿布輸入商の資格を得J (117) た の で あ る 。 そ の意味
で蘭印を舞台とする対外協調は民間のレベルにおいてもそれを支える根拠を持ちえたのである。
日本が会商の休止後においても輸出入の両面において蘭印との通商関係を維持したことは，
先述したように東南アジアにおけるオランダの帝国秩序に配慮するものであった。 1935年 8 月
1 日 に外務省がま と めた 『国際関係 ヨ リ 見 タ ル 日本 ノ 姿j] (1 1 8) は ， そ う し た協調外交の合意す る
ところを示唆していた。ここでは国際連盟からの脱退後に日本が「集団組織ニ見限リヲ付ケ，
各国交渉ニ移ッタ J (7 頁) と し て20年代の ワ シ ン ト ン体制か ら の離脱を前提に外交方針が構
想されていた。そして外交の対象地域を東アジアと，ヨーロ yパの植民地圏である南アジア・
東南アジアの二類型に整理した上で，まず対東アジア外交での重要な課題を， I支那ガ 白 ラ 東
亜ニ於ケル責任ヲ自覚シテ日本ト共ニ之(東アジアの「安定J)ヲ果」たし，中国が「赤露卜
結ヒ又ハ欧米ト合作シテ日本ニ当ルガ如キ旧套ニ復帰セシメザル様ニ(日本が)導クコト」







交J (2 頁) を採 る こ と が強調さ れた。 なかで も協和外交は ヨ ー ロ ッ パの植民地圏南ア ジ ア ・
東南アジアを対象にした。「英国ノ強大ナル精神系統デ、アル印度・南洋・豪州、lノ線ニハ経済通
商ノ擁護以外ニハ努メテ触レザ、ル様ニスベキ(傍点は筆者注記)Jであり， I仏モ蘭モ将又白 モ








1930 年代の 日本の対東ア ジ ア (中国) 外交 と対南ア ジ ア ・ 東南ア ジ ア (英印 ・ 蘭印) 外交 と
の聞に，このような関係があるとすれば，東アジアの「安定」において，つまり中国のナショ
ナリズムを規制しながらヘゲモニーを握る上で，欧米からの承認や連携が必要であると考える










VIII 会 商 の 再 開
a I石沢一 ハ ル ト 協定」 と新 し い競争の問題



















回対蘭印輸出組合。組合に加入する蘭商には「日本人卜平等J (つまり 5 0 %)に輸出割当を行う。















































c 在 日本オ ラ ン ダ人貿易商社の待遇問題
















表12日蘭民間会商の経過一対蘭印綿布輸出統制の方法をめぐってー ( 1 937年)
提案月日 ① ② ③ ④輸出割当総量 割当の幕準年 新規加入の蘭商の地位向上 cぜ買約者




輸落札出割量当は総次量期のの3実0績%。を入札にする。L-7 月ーー ー1 日ーー 蘭印の輸入害IJ雪量の 1 0%以内の増力Do 31.7-37.6 の年平均 資約量の50%。
落札量は次期( 3 年後) の実績。
7 月9 日 蘭印の輸入割当量の10%以内の増』目。 33.1-12 と36.4-37.3の年平均 輸出割当総量の30%を入札にする。 買約量の50%。
J-(f政h府1 5案白) 落札量は次期( 2 年後) の実績。蘭印の輸入割当量の10%以内の増力比 34.7-37.6 の年 、r均 輸出割当総量の 30%を入札にする。 買約量の 75%。(
割当量以上に買い入れ、輸出した量は、
次期 ( 1年後)の実績。
9 月28 日 33 .1-12 と36 .4-37.3 の年平均 割当量以上に買い入れ、輸出した量は、 買約量の 70%。
(政府案) 次期( 1 年後) の実績。
(資料)表 9 と 同 じ。 ーー『
(註)点線内は蘭印側代表の提案。|は合意に至った項目。 9 月 28日案は小谷淡雲パタビア副領事のもの。
















A. E. フ ァ ン ・ ホ ー フ ス ス ト ラ ー テ ン (J.E.van.Hoogstraten)
w.A. F. ス ト ッ ク ホ イ セ ン (W.A.F.Stokhuyzen)
K. H. ラ ー ベ ン ( K.H.Raben)
A. フ ァ ン ・ デル ・ プー ル ( A.vanderPoe!)





検討した ~ ) o 4 点に即 し て ま と めた のが表12 であ る O 蘭印側は 「 日本在留和蘭輸出商 ノ 地位ニ







表12に示したように，①の輸出割当(可能)総量については 7 月 15日に合意され，蘭印での
輸入割当に即応させることになった。それゆえここでは，残る 3点について考察したし、。まず































あった。蘭印側は最近 1カ年 (36年 5月 37年 4月)か， 34年7 月以降の3 年間を基準に求め
たが，日本側は31年 7月からの 6カ年の平均(民間7/1案)か， 33年の実績を加味 し た も の
(政府 7/9， 9/28案) を提案 し て平行線を辿 っ た。 輸出割当の実績基準年 と し て は ， 37 年 に
「近ケレバ近イ丈ケ最近ノ年ガ蘭商ニ対シ有利デアルト同様，一九三一年カラー九三四年迄ハ
日本ノ輸出商ニ対シ有利デアルJ (附ために両者の利害対立は明確であった。日本側は31 - 34年















副総領事案( 9 月28 日 ) が採択さ れず， 蘭印に開示さ れなか っ たの に は こ う し た理由があ っ た。
蘭印側からも 37年11月に「石沢一ハルト協定」の有効期間中の38年12月までは，日本による
「対蘭印輸出統制ヲ行ハサルコト J <刈)との提案があった。そして日本側は「日本政府ハ現覚書




































































編J )， 98頁。 。
(2)主な資料は日本学術振興会『通商条約と通商政策の変遷」世界経済調査会， 1951年3 月 ， 1018-64
頁，であり，これを用いた代表的な研究には以下のものがある。 Osamu ISHII , Cotton-Textiles
Diplom αcy ， ArnoPress ,1981. (のちに改稿のうえ，石井修『世界恐慌と日本の「経済外交」
-1930-1936年一 」 勤草書房， 1995年11月 と し て刊行さ れた)。 村山良忠 「第一次日蘭会商J (清水元
編「両大戦間期日本・東南アジア関係の諸相」アジア経済研究所， 1986年3 月)oHiroshi SIMIZU , ‘A
StudyofJapan'scommercialexpantionintotheNetherlandsIndiesfrom1914to1941'
(r 名古屋商科大学論集』 第34巻 第2号， 1990 年3 月 ) 。 杉山伸世 「 日本の綿織物輪出 と貿易摩擦J (杉
山伸世，イアン・ブラウン編『戦間期東南アジアの経済摩擦』同文館， 1990 年8 月 ， 所収) 。











(8) 小瀧彬 「 日蘭会商の経緯J (r官報J 35 年2 月13 日 ， 20 日 。 )
(9)紡連「蘭領東印度ニ於ケル綿布輸入制限問題 J 33 年10 月20 日付け メ モ。
(1 0)在蘭斉藤公使発，内田外務大臣宛， 33 年9 月1 日着。 こ の割当 に よれば， 33 年8/1 --11/30 の4
カ月間を対象に，蘭印での未晒・晒綿布の輸入を制限するものであった。 31-2 年の両年の当該4 カ
月間 ( 8 -1 月 ) の平均輸入価額を指標に して， 未晒はそ の指標価額の85% 以上， 晒は85% 以上の輸





(11)前掲「蘭領東印度ニ於ケル綿布輸入制限問題J 33年10月20 日付メ モ。
(1 2)以上，同前。
(13)前掲，村山論文， 93頁。





12月26 日 ) 。
(16)在蘭印越田総領事発，外務省宛， 33年9 月11 日着。
(17)，会商ニ応セサル時ハ英蘭間ニ於テ協定シ割当制ヲ実施セルヤモ知レヌ」との懸念が外務省には存
在した(在蘭印越田総領事発，外務省宛， 33年9 月18日着) 。
(18)前掲，紡連英国班発，阿部房次郎紡連委員長宛，第13信。
(19)斉藤公使発，広田外務大臣宛， 33年12月18 日着。




(24) ビ ー ル輸入制限は33年12月13 日 に実施さ れた。 江商の調査に よ る と ， 該令は国別割当を32年の実績






ニ依ル麦酒輸入制限ノ件J 33年12月30 日付 ] 。 こ の よ う に在蘭印オ ラ ン ダ人貿易商の取引機会を増
加させるために輸入制限令が発動された点ではセメントも同様であった(村山良忠，前掲論文， 96
8 頁) 。 日 蘭会商委員会 『 日蘭貿易参考資料J 1937 年5 月 の各条文を参照， 17-26 頁。
(25) 石原産業海運合資会社発， 外務大臣広田広毅 ・ 商工大臣松本治宛， ，蘭印サロン輸入制限ニ対スル
住民不平ノ件 J，対発第九二七号， 34 年 2 月17 日 。
(26) 在蘭印越田総領事発， 広田外務大臣宛， 34 年2 月1 日着。
(27) ，蘭領印度政府サ ロ ン輸入制限令を発布」 電通経済通信， 34 年2 月15 日発行。
(28) 前掲， 在蘭印越田総領事発， 広田外務大臣宛， 2 月1 日着。
(29) 在海牙与謝野事務取扱発， 外務大臣宛， 1934 年2 月11 日着。
(30) 紡連委員長阿部房次郎 ・ 輸出綿糸布同業会会長山崎一保発， 外務省来栖通商局長 ・ 商工省吉野商工
次官宛， 1934 年2 月17 日発。
(3 1) 在ス ラ パヤ姉歯領事発 「織物輸入制限実施ノ 結果蘭印在留邦商ニ及ホ セ ル影響J 34 年5 月21 日着。
また東亜研究所『蘭領印度の貿易及貿易政策 J (臨時南方調査室資料第十輯) 1943 年12 月 ， 60 頁。




(33)紡連委員長阿部房次郎 ・ 輸出綿糸布同業会発， 総理大臣 ・ 外務大臣 ・ 商工大臣宛 「陳情書J 1934年
3 月1 日 。
(34)村山良忠， 前掲論文にで も 「貿易政策に対する オ ラ ン ダ人輸入商の影響力の増大と と も に 日本 と の
対立を強めた蘭領インドは，本国オランダと対日利害を共有するようになり J (96頁) と指摘 してい る。
(35)神坂静太郎発， 紡連宛， 1蘭印政府 ト 土人 ト ノ 関係J 34年6 月17 日付。
(36) 阪神対蘭印貿易関係業者大会発- 総理大臣 ・ 商工大臣 ・ 外務大臣 ・ 拓務大臣宛， 1建議」 大阪商工
会議所内， 34年4 月14 日 。
(37)石原産業海運合資発， 外務大臣 ・ 商工大臣 ・ 逓信大臣 ・ 拓務大臣宛， 1対発301号J 34年3 月24 日 O
(38)輸出綿糸布同業会発 「長岡大使への意見書J (仮)， 34年5 月18 日 。
(39) ス ラ バヤ支店長代理沼田孝造発， 紡連 ・ 輸出綿糸布同業会宛， 34年3 月5 日 。
(40)紡連 ・ 輸出綿糸布同業会宛， r蘭印在留 日本人商社パ タ ビ ア会議ノ 結果左 ノ 通 リ 決議来電J (東洋
棉花取次) 34年4 月10 日着。
(41)紡連 ・ 輸出綿糸布同業会発， 蘭印在留邦人商社宛， 1電信J (仮) , (東洋棉花取次) 34年4 月1 2
日。また紡連・輸出綿糸布同業会発蘭印在留邦人商社宛， 1電信J (仮) , (東洋棉花取次) 4 月 25
日，にも同様の内容が見られる。
(42)輸出綿糸布同業会発， ス ラ パヤ在留 日本人綿布商 ( 日本人実業協会) 宛， 34年3 月27 日発。
(43)1蘭領政府ノ 輸入制限ニ対ス ル邦人世論其他ニ就テ」 ジ ャ パニ ュ ス ， 34年3 月31 日 。
(44)木村鋭市 『 日蘭会商 と蘭領印度の情勢J 35年2 月20 日 ， 26頁 (神戸大学人文社会科学系図書館所蔵)。
(45) 同前。
(46) フ ァ ン ・ へルデ レ ン (原田禎正訳) r蘭印最近の経済 ・ 外交政策J 生活社， 1940年9 月 ， 14頁。
(47) ア ン ガス ・ マ デ ィ ソ ン (金森久雄監訳) r20世紀の世界経済』 東洋経済新報社， 1990年4 月 ， 194頁。
さらに，この点を強調したものに，杉原薫『アジア間貿易の形成と構造」ミネルヴァ書房， 1996年，
第 4 章。
(48)前掲 「蘭印最近の経済 ・ 外交政策J 16頁。
(49)杉山伸也， 前掲論文， 97頁。
(50)前掲 『蘭印最近の経済 ・ 外交政策J 32頁。
(5 1)前掲 『 日蘭会商 と 蘭領印度の情勢J 22頁。
(52)PeterPost ,Dutch Merchαnt Housesαnd Jαpαn ' s pre ωαr tr αde withlndonesi α (第 11
回国際経済史会議， C47 セ ッ シ ョ ン Commerc ia l NetworksinAsi α1850-1930 に お い て提出
された原稿， 1994 年9 月 ) を参照。
(53) 伊藤正直 「国際連盟 と1930 年代の通商問題J (藤瀬浩司編「世界大不況と国際連盟』名古屋大学出
版会， 1994 年2 月 ) ， 196 頁。
(54) 長岡発， 広田宛， 179 号， 34 年10 月27 日付( 外務省記録B.2.0.0 ，J/N2 ー し 外務省外交史
料館所蔵。以下，外務省記録は同館所蔵のもの)。




年 7 月 。
(56) 1山中氏報告要旨J 34 年月 日不明。 手書 き の メ モ。
(57) 輸出綿糸布同業会発， 1長岡大使への意見書J (仮)， 34 年5 月18 日 。
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(58) 日本晒綿布の対蘭印晒輸出総量は3 3 年の実績と す る点で輸出綿糸布同業会と は異な る 。 紡連理事
神坂静太郎発ー日蘭会商帝国代表部宛「決議J， 34年7 月30 日付。
(59)対蘭印 日本綿織物輸出組合 「創立総会決議録要綱J 1934年9 月14 日 。 木村鋭市 『爪唾みやげ』 日本
海時代社， 1934年4 月 ， 123頁。
(60)輸出綿糸布同業会発， 在蘭印の東洋棉花 (山本喜一) ・ 日本綿花 (岩沢官、治) ・ 伊藤忠 (関雅三)
江商(久米為助)・又一(小野好男)宛(東洋棉花スラパヤ支店経由)宛， 34年 5 月16 日 。
(61) 同前。
(62) 田和安夫編 「 日蘭会商の経過』 紡連， 1935年5 月 ， 126頁。 同資料は 日 蘭会商に関す る 紡連側の
「備忘録」として纏められたものであるといわれており，随所に紡連と会商にあたる政府代表団との
意見の差異が記録されている(故田和安夫氏からの聞き取り， 1987年10月 ) 。 南洋協会調査係 『 日 蘭
会商日誌J 35年9 月 ， 13-4 頁。 こ れ ら参加者につ いて は前掲 『爪珪みやげ』 を参照。
そして蘭印側の代表は以下であった。
〔総督〕デ・ヨング




J. W. メ イ ヤ ー ・ ラ ン ネ フ ト (蘭印評議会副議長)
(9 月1 5 日 か ら4 週間， 総督代理 と な り ， 委員長代行はG. H. C. ハ ル ト 〕
E. B. ウ ェ レ ン ス タ イ ン (蘭印経済長官)
(8 月4 日 に死去。 後任の長官は8 月2 2 日 にG. H. C. ハ ル ト 〕
G. G. フ ァ ン ・ パ ッ テ ン ガ ・ ウ ィ ハ ー ス ( ジ ャ ワ 銀総裁)
(8 月4 日 に帰国， K.W. J. ミ キ ー ルセ ン副総裁と 交代〕
A. L. B. ス ノfニ ヤ ル ト
(8 月1 3 日 に帰国〕
G. H. C. ハル 卜
(輸入割当諮問委員会委員長)
(蘭印企業家組合会長)，
(8 月 以降の後任の会長に J . A. B. ウ ェ イ ヤ ー ス 〕
〔専門委員〕
H. モ
(1 2 月 に帰国〕
J. フ ァ ン ・ へルデ レ ン





J. E. フ ァ ン ・ ホ フ ス ト ラ ー テ ン (蘭印経済省非常時事務局長)
P. J. A. イ デ ン ブ、ル グ (蘭印評議会副議長秘書)
(63) 在蘭印神坂静太郎発， 紡連宛， 34 年6 月17 日付。
(64) 故谷口豊三郎( 東洋紡績) 氏か ら の聞 き取 り (1987 年10 月 ) 。 聞 き取 り に あ た っ て は故高岡定吉 (大
同マルタ染工)のお世話になった。









(68)前掲 『蘭印最近の経済 ・ 外交政策j 8 頁。
(69) 日本学術振興会編 (外務省監修) Ir通商条約と通商政策の変遷」世界経済調査会， 1961年3 月 ， 1036
頁。
(70) 同前。
(71) 前掲 『爪庄みやげj 11-2 頁。 ま た横浜高等商業学校太平洋貿易研究所 「蘭印東印度経済研究資料」
1(太平洋産業研究叢書第一輯) 1941年6 月 ， も参照。
(72)広田発， 越田宛， 3 号， 34年1 月17 日 (外務省記録E.3.7.0 ， XI-N2 , 2 巻) 。
(73)広田発， 越田宛， 28号， 34年3 月3 日 (同前)
(74) 日 本蘭印貿易協会 (有馬彦吉) ・ 京浜 日蘭貿易団体連合 〔京浜輸出協会 (矢野怒) ，横浜日蘭貿易
協会(中村楠太郎)，南洋貿易振興会(山崎亀吉)，在ジャパスラバヤ雑貨輸入商水曜会(久我操) ,
大日本陶磁器輸出組合連合会(飯野逸平)J1 日 蘭会商対策意見書J 34年， 月 日不明 1 - 5 。
(75)1蘭領東印度ノ 輸入制限ニ対ス ノレ対策 (案) J 大阪商工会議所貿易部長安住伊三郎代表 〔阪神対蘭
印貿易関係業者大会〕発，総理大臣・商工大臣・外務大臣・拓務大臣宛， 34 年4 月21 日 。
(76) パ タ ビア神坂静太郎発， 紡連宛， 第20 号， 34 年7 月18 日 、 。
(77) 山中清二郎述 「交渉ニ対ス ル根本的方針J (I 山中氏報告要領J， 34 年， 月 日不明) 。
(78) 同前。
(79) 前掲 『 日蘭会商と蘭領印度の情勢j 20 頁。 「営業制限令」 につ いては 「邦商に対 し 除外例を認め ，
特定の割当を与へる Jことが確認され，それほど深刻な問題の展開はみられなかった(南洋協会調査
係「日蘭会商日誌 j 1935 年9 月 ， 36-7 頁) 。
(80) 小風秀雄 「 日蘭海運摩擦と 日蘭会商J (前掲「戦間期東南アジアの経済摩擦 j) 136 頁。 前掲 『 日蘭
会商と蘭領印度の情勢 j 27 頁。
(8 1) 前掲 「 日蘭会商の経過j 43 頁。 な お対蘭印陶磁器輸出問題につ いては白木沢旭児11930 年代の陶磁
器市場と輸出統制 J Ir社会経済史学』第 57巻第 6号， 1992 年を参照。
(82) 紡連 『 日蘭会商日誌j 34 年5 月起 ( 日本紡績協会所蔵586. 09-D25-6601) 。 以下， 断 ら な い限 り ，
本文において[ ]内に月日を記した引用文は同資料に依拠したことを示す。資料の閲覧には日本紡
績協会調査部蒲地典子氏のお世話になった。
(83)新田直蔵 「日蘭政府会商 (其の九) j 1935年3 月17頁( 京都大学経済学部凶書館蔵) 。
(84)長岡発， 広田宛， 34年10月31 日付 (外務省記録B . 2.O.0 , J/N2-1)。
(85)以上， 前掲 『 日蘭会商の経過j 103-4 頁。
(86) 同前， 106 頁。 蘭印側は 「本邦商社の取扱比率を輸入許可総量の大約二五%に ま で引 き上げる こ と 」








年度 期 期 昇司 日本商 蘭 商 インド商 華 商 言十 各商構成比(%)日本商 蘭商 インド商 華商
1932 217 ,412 (21) 88 ,370 (4) 86 ,557 (10) 2,933 (3) 395 ,272 55 22 22
1933 405 ,238 (27) 144.819 (4) 96 ,067 I〆 1 1 、ノ，、 1,249 (3) 647.373 63 22 15 。
1935 1I35.2.1-9.30 156 ,237 (40) 40 ,242 (3) 34 ,702 (21) 600 (3) 231 ,781 67 17 15 。
1935 2135.10.1-36.3.31 85 ,170 (26) 19,608 (3) 18,530 (16) 664 (3) 123 ,972 69 16 15
1936 1136.4.1-9.30 106,754 (36) 15,011 (3) 17,083 (17) 355 (2) 139.203 77 1 12 。
ド 1 9 3 6 2136.10.1-37.3.31 76 ,949 (26) 21 ,742 (4) 13,108 (16) 601 (3) 112,400 68 19 12
1936 2136.10.1-37.3.31 65 ,363 (21) 17.165 (4) 11,548 (14) 500 (2) 94 ,576 69 18 12
~1937 1137.4.1-9.30 85 ,894 (36) 13,601 (4) 12,219 (16) 286 (2) 112,000 77 12 1 。
(資料)表 9 と 同 じ 。
(註) ( )内は商社数。*は各年の統制による割当数。
(87)前掲 「 日蘭会商の経過J 110頁。
(88) I 日蘭通商条約関係一件 昭和九年日蘭会商関係 経過報告J (外務省記録 B . 2 . 0 . 0 J/N2-1-9)
131 頁。
(89) 拙稿 「 日 印会商の歴史的意義 (1933-34 年) -1930 年代前半の 日本綿業 と政府一 J (r土地制度史学』
1987 年10 月 。 )
(90) 前掲， 南洋協会調査係 「 日誌J 27 頁。
(91) I会報」 第 9 号， ス ラ パヤ 日本人実業協会。
(92) I蘭印輸入卸組合 (NederlandschIndischeVereenigingvan1mporteurs 心rooth andelaren
NIVIG) 欧人組合員名J 34年10月18 日付。 オ ン ラ ン 夕、、人貿易商社につ い て は ， G.C.Allenand
AudreyG.Donnithorne , WesternEnterpriseinJndonesi α αηd Mal αyα (George Allen&
UnwinLtd. , 1957) , Cha pter XIVを参照。
(93)前掲 『 日蘭会商の経過J， 77頁。
(94) 同前， 76頁。
(95) 同前， 75頁。
(96) 同前， 90-1 頁。10 月16 日 に紡連 と輸出商社は， 日本人貿易商社の綿布対総輸入量取引比率を50%
にする 10/ 9日本案を追認したものの， I少 ク ト モ (対総輸入ではな く ) 日本綿布輸入高 ノ 50 % ヲ 日
本商社ニ割当テルコト」と， I未晒 ・ 反染 ・ 捺染 ・ 糸染を規制対象か ら除外す る こ と 」 を強 く 求め て
譲らなかった。紡連「発電 51号 J (前掲『日蘭会商日誌 J) 34 年10 月16 日 も参照。
(97) 同前， 114 頁。
(98) 外務省記録 「 日蘭通商条約関係 一件 昭和九年日 蘭会商関係経過報告J (外務省記録 B . 2.000 ,
J/N2~ 1-9) 139 頁。
(99)197号， 長岡発， 11月9 日 (外務省記録B. 20000 , J/N2- 1)。
(100)前掲『日蘭会商の経過J 86頁。
(101)山中清三郎「日本当業者ノ結束力ニ対スル蘭側観測J 34年10月26 日(Bo 2. O. 0J/N2ｭ
1-6-2) 。 及び故谷口豊三郎氏か ら の聞 き取 り (1987年10月 ) 。
(102)I蘭印向輸出綿布割当方法J (前掲，紡連『日蘭会商日誌J )35年1 月25 日 。
(103)日本経済連盟会『我国貿易統制ニ関スル関係当業者ノ意見並ニ参考資料J (調査嚢報第24号) 1 936
年11月 ， 65-70 頁。
(104)前掲，小瀧「日蘭会商の経緯」。
(105)広田発，長岡宛， 162号， 12月4 日 ( 外務省記録B.200o0 ，J/N2- 1， 7) 。
(106)広田発，長岡宛， 147号， 11月12 日 ( 外務省記録B.2.0.0 ，J/N2- 1， 7) 。 新 田直蔵
44-
日蘭会商(1934年6月 38年初頭)の歴史的意義(龍谷)
「日蘭政府会商(其の八) J 1935年2 月 ，11頁。
(107)前掲 『 日蘭会商の経過J 113頁。




(1 11)南洋協会編『蘭領印度の経済現勢』南洋研究叢書第23編， 1936年7 月 ， 192頁。 も っ と も 有益な取
引は未晒・晒綿布に見られた傾向であり，日本品が多くのシァアを占めた反染・捺染・糸染綿布にお
いては蘭印政府の輸入割当によってオランダ品の参入の機会が提供され，日本側の販売競争は緩和さ
れず，有益な取引ではなかった様である(表 1・ 1 0参照)。
(112)姉歯報告 「未晒綿布問題J (外務省記録 B . 2. O. 0 , J/N-2-1-6 , 1)01 イ ン ド ネ シ
ア市場」東洋棉花四十年史資料。同資料の閲覧には社史編集室の菅瀬実，穴見祐美の両氏のお世話に
なった。記して感謝申し上げたい。
(113) 日本綿花 「 日本綿花株式会社五十年史J 1943年5 月 ， 143頁。
(114)東洋棉花株式会社 『支店長会議議事録J 36年1 月 ， 235頁。 同資料は大阪市立大学経済研究所蔵の
笹倉貞一郎文書。
(115)東洋棉花 『東棉四十年史J 1961年1 月 ， 121頁。
(116)前掲 「支店長会議議事録J 235頁。
(1 1 7)三菱商事株式会社「立業貿易録J (稿本)， 1958年， 693頁。
(1 18)外務省記録 ( A . 2 . 0 . 0 ， X l) 。 文中の ( )内に引用頁を記す。
(119)拙稿 「 日 中戦争前の 日本の経済外交 -第二次 「 日印会商J (1936-37年)を事例にー J (r人文学報」
第77号， 1996年1月 。 )
(120)外務省通商局 「 日蘭通商取極大綱J 37年5 月 。
(121)対蘭印輸出組合「石原総領事の話J 37年 5 月 5 日 。




(125)スラパヤ実業協会「電報J 37年5 月15 日付。
(1 26)前掲『日蘭会商日誌J 35年1 月25 日
(127)1 日蘭会商第二回会合議事録J 37年6 月17 日 。




(131) 1 日蘭会商第一回会合議事録J 37 年6 月15 日 。
(1 32)石沢豊「蘭印現状読本』新潮社， 1941 年2 月 ， 129 頁。
(1 33)前掲「日蘭会商第一回会合議事録」。
(1 34)前掲「日蘭会商第二回会合議事録」。
(135)1小委員会J 37年5 月4 日 。




(138)1小谷副領事公電J 37 年10 月10 日着。
(139)1輸出組合問題J 37年9 月28 日 にお け る鉛筆書き の メ モ。
(140) 1松嶋案(7/9 )ニ対スル蘭側対策 J 37 年11 月22 日 ， 1綿糸部門委員会議事録」。
(1 41)同前。
(1 42 )前掲 「昭和十二年度執務報告J 774 頁， 1937 年12 月 。
(143) 拙稿11940 年代初頭の 日本綿布取引をめ ぐ る ア ジ ア通商網 一 日本綿糸布輸出組合 「南方地域向取
引調」の検討- J(r人文学報J 79号1997年3 月 。 )
附表日蘭会商に関する略年表(1933年 6月 ~ 1 935年 4月)



















28 56 種商品の輸入制限令， 提案を示唆。
30 陶磁器輸入制限令，停止。
9I1 日本陶磁器輸出組合連合会，対蘭印不売解除。
18 海運問題は並行 し て民閉会商で対応。 対蘭印綿織物輸出組合，結成。
21 会商の実質的再開。 日本提案。












351 11 1 未晒綿布の輸入制限の実施。
21 1 日本糸染サロン輸出組合，統制開始。
4121 布染捺染糸染雑綿布の輸入制限の実施。
46
